
  　　　　　 　 　 　

1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（基金繰入金）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

○障害者工賃　17,808円（Ｂ型事業所等が作成した工賃向上計画の目標平均）

（指摘事項等） （対応）

38,347 48,160 0

（予算案）

１．事業化推進員設置 委託
・民間委託による事業化推進員の配置（４人）
・企業ネットワークに通ずる人材の活用

合計

H25 H26

２．共同受注等強化支援 委託
・福祉就労コーディネーター設置
・民間専門技能活用支援（派遣回数160回）
・施設外授産活動等促進支援（延べ日数800日）

14,235 15,438

（当初）

20,960 21,064
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事　業　名 福祉就労強化事業 担
当
課

部局 健康福祉部

課・室 障害者支援課

総合５か
年計画

プロジェクト  　５－４－２　雇用・社会参加促進プロジェクト E-mail fuku-jiritsu@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状
○障害者の経済的現状：基礎年金（６６千円）に就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃を合わせても、８０千円に届いていない。
○工賃倍増５か年計画に基づく支援後の現状：工賃アップに積極的な事業所では課題を克服しつつあるが、消極的な事業所では多く
の課題が残存している。　また、積極的な事業所においても商品開発、営業力等で事業所単独の取組が限界となっている。

県が関与
する理由

地域における企業や就労継続支援Ｂ型事業所等の連携を促進するとともに、事業所の計画的な工賃アップの取組を支援し、障害者が
地域で自立した生活を継続できる工賃の実現を目指す。
成果目標：工賃12,290円(H22)　→　22,000円（H29）

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である。
（地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱）

　２　障害者支援の充実 実施期間 H19 ～

可能県民との協働による実施：

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

４．障害者の農業就労チャレ
ンジ事業

委託 障害者と農家を結びつけるコーディネーターの配置 0 8,158

３．工賃向上計画策定と事業
所間連携の促進

委託

・工賃向上計画セミナーの開催（25施設×２会場）
・ステップアップセミナーの開催（25施設×２会場）
・フォローアップセミナーの開催（25施設×２会場）
・地域リーダー育成セミナー（15施設××６回）

2,172 2,400

事業所経営者の意識向上に向けたシンポジウムの
開催（国庫10/10）

980

（要求）

経営意識向上シンポジウム開
催

委託

５. 好事例発表、展示即売会
への参加

26要求 26予算案 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越

48,160

合計（A) 39,250 38,347 48,160 0

障害者工賃
平均月額

15,500円 17,808円

H27
目標

補正予算

Aの
財源

21,186 20,115

当初予算 52,065 39,250 38,347

19,663 25,968

52,065

目標 成果 達成状況
項目

H25末
（見込）

20,087 19,135 18,684 22,192 0

10,792

826 0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度

H26

概　算
人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

826

51,218 37,109

委託
東京都内で開催される展示即売会に参加し、県内
事業所の商品普及に取り組む。

0 1,100

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

0 概算事業費（B（A）+C） 52,044 37,935 39,173 48,986

826 826


